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人口百万人以上の都市（2001 年センサス） 

 
 

 
 

産業構造別・州別の GDP (1993/94 年固定価格表示) 

2001 年国勢調査時点におけるインドの人口は、10 億 2860 万人。そのうち 27.8%にあたる、2 億 2500
万人が都市部に居住している。人口が百万人を超える都市は、35 都市ある。ムンバイ、コルカタ、デリーの

人口は、それぞれ約 16.5 百万、13.2 百万、12.9 百万であり、世界でも有数の巨大都市となっている。チェ

ンナイ、バンガロール、ハイデラバードの人口も 5 百万人を超えている。インドの都市人口は、急早に増加

しており、農村部からの人口流入によるスラムの拡大や交通渋滞などの問題が生じている。 

2003/04 年におけるインドの国内総生産 (GDP)は、2.52 兆ルピー。そのうち第

一、第二、第三次産業の各構成比率は、それぞれ 23%、26%、51%となってい

る。4 大都市圏であるムンバイ、デリー、コルカタ、チェンナイを含むマハラシュト

ラ州、デリー州、西ベンガル州、タミル・ナドゥ州では、第三次産業の比率が全体

の 50%を超えている。また、製造業が盛んな、マハラシュトラ州、タミル・ナドゥ

州、グジャラート州、カルナタカ州では第二次産業が全体の 30%を超えている。



 

004/05 年におけるインド各州の１人あたり GDP (2004/05 年価格表示) 
 

 

 

近 5 年間におけるインド各州の GDP 実質成長率

左図は、インド各州の最近 5 年間における GDP の

実質成長率を示したものである。インドの経済は、

1991 年の経済開放政策以降、急速に伸びており、

2000/01 年から 2004/05 年までの 5 年間における GDP
実質成長率は、8.26%となっている。 

デ リ ー 州  (9.60%) お よ び 隣 接 す る ハ リ ヤ ナ 州

(8.58%)、西部の大都市であるコルカタを含む西ベン

ガル州 (8.39%)の伸び率は高い。 

ムンバイ、チェンナイ、バンガロールを含む、マハラ

シュトラ州 (6.50%)、タミル・ナドゥ州 (6.01%)、カルナ

タカ州 (6.89%)の GDP 成長率は思いのほか低い。 

相対的に見て貧しいウトランチャル州 (9.55%)、オ

リッサ州 (8.28%)、ジャールカンド州 (9.16%)、ミゾラム

州 (11.97%)、トリプーラ州 (11.60%)、ナーガランド州

(14.97%)の経済成長率は高い数値を示している。 

ただし、１人あたり GDP が最も低いビハール州につ

いては、過去 5 年間の実質成長率も 5.99%で、インド

の各州のうちで最も低い値となっており他州の経済発

展からやや取り残されている感がある。 

右図は、インドの各州における１人あたりの

GDPを示したものである。2004/05年におけるイン

ドの１人あたりの GDP は、20,989 ルピー（463 ドル

相当）である。 

インド国内には大きな地域格差が存在する。

要因としては地域特性による農業生産性の違

い、教育水準、公共投資、工業化などの水準の

違いなどが挙げられる。 

例えば、デリー州、ゴア州の１人あたり GDP
は、それぞれ 51,664 ルピー、58,667 ルピーで、全

国平均の 2 倍以上の数字となっている。また、北

部のハリヤナ、パンジャブ、ヒマチャール・プラデ

シュ州、グジャラート州及びマハラシュトラ州以南

の州では、１人あたり GDP がインドの全国平均を

上回っている。 

一方、北西部のアッサム州 (12,821 ルピー)、
北中部・中東部のウッタル・プラデシュ州 (10,637
ルピー)、オリッサ州 (12,388 ルピー)、ジャールカ

ンド州 (11,999 ルピー)などは全国平均の半分程

度。また、最も貧しいビハール州 (5,780 ルピー)
は、全国平均の 1/3、デリー州の 1/8 にも満たな

い。 



 
主要空港における貨物取扱量(国内貨物・国際貨物別) 

 

 
全国 13 ヶ所の主要港湾(Major Ports)における貨物取扱量（輸入・輸出・積替別） 

インドの港湾は、中央政府管轄下の 13 の主要港（コルカタ、ハルディア、パラディップ、ヴ

ィシャカパトナム、チェンナイ、エンノール、ツチコリン、コーチン、ニューマンガロール、モル

ムガオ、ジャワハラール・ネルー、ムンバイ、カンドラ）と州政府管轄下の 146 の中規模・マイ

ナー港から構成されている。これら主要港の 2003/04 年度における貨物取扱量は、344.8 百

万トンで、インド全国の港湾の取扱量である 458.0 百万トンの 75.3%を占めている。 

港湾における貨物取扱量は、インドの経済成長に伴い急速に増加しており、ムンバイ港、

ジャワハラール・ネルー港 (JNPT)、チェンナイ港では、深刻な渋滞が発生している。そのた

め、各港湾では、民間資本を活用した設備拡張が急ピッチで行われている。 

インドには 123 の空港がある。そのうち

14 ヶ所の国際空港が、全航空貨物の 96%
を取り扱っている。特にデリー、ムンバイの

空港は、それぞれ単独でインド全体の貨

物の 28.2% 、 30.7% 、国際貨物全体の

30.8%、31.2%、の貨物を取り扱っている。

両空港の運営は既に民営化されること

が決まっており、現在、落札した企業体に

よる拡張・近代化工事が開始された所であ

る。その他、バンガロール、チェンナイ、ハ

イデラバード、コルカタの空港についても

民営化に向けた準備が進んでいる。 



 
2005 年 11 月末時点におけるインド各州の電源別の発電設備容量 

2005 年 11 月末時点におけるインドの発電設備容量は 124,287 MW で、そのうち半分以上 (55%)が石炭火力発電所によって賄われている。特に、西ベンガル

州、ビハール州、ジャールカンド州では、州の発電設備容量の 90%以上を石炭に依存している。一方、水力資源が豊富な、北部地域の各州およびカルナタカ州、

オリッサ州、マディア・プラデシュ州では、水力発電が活発である。インドでは、発電所建設に対する民間資金の導入が進んでおり、とくに石炭・ガス火力発電所へ

の民間資金の流入が活発化しているものの、燃料供給不足や燃料価格の高騰によりプロジェクトの遅延が生じている。そのためインド政府は、国全体のエネルギ

ーセキュリティーの観点およびピーク供給力不足を改善するためにも水力発電所の建設の促進を図っている。 

     
2004/05 年におけるインド各州のピーク電力不足（左）および電力量不足（右） 

インドでは 1990 年代以降、経済成長が加速し、電力需要が拡大するなかで電力不足が表面化しており、経済発展の大きな足かせになっている。2004/05 年度

には全国平均で 7.3%の供給電力量不足、11.7%のピーク電力不足に陥っている。この値は、第 10 次五カ年計画の最終年である 2006/07 には、それぞれ 13.4%、

16.3%にまで悪化することが予想されている。全体的に見て北部・西部の電力が不足しているのに対し、南部および東部の州の問題が少ないことが分かる。 

特に、マハラシュトラ州、ウッタル・プラデシュ州、マディア・プラデシュ州、グジャラート州は、深刻な電力不足に陥っているため、計画停電がたびたび実施され

ており、市民生活・産業に重大な影響を及ぼしている。これらの州では、2004/05 年度には 12～20%の電力量不足、17～25%ものピーク出力不足が発生している。 
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第１章 調査の概要 

１．１ 調査実施の経緯 

 インドは 1991 年に経済開放路線に転換して以来、経済開発を推進し、順調な経済成長を維持し

ている。とくに近年はソフトウェア等の一部のサービス部門が急成長しており、2003 年度には 8％

を超える経済成長を達成した。また、同国は 10 億人を超える人口、一定の高所得者層を有してお

り、将来の巨大市場としての魅力を備えている。 

 一方で、同国の産業構造は依然として農業中心であり、製造業については国有企業改革や許認

可制度、労働政策、電力・交通などの産業インフラの未整備等の問題から依然として脆弱かつ不

安定である。かかる問題は外国からの直接投資の阻害要因となるのみならず、持続的な成長の制

約要因となる可能性が指摘されている。また、小規模企業1は製造業における労働人口の 85％、製

造業における生産の 40％を占めていることから、地場産業の競争力強化は同国の経済発展の大き

な課題の一つになっている。 

 さらにインドは今後有望な投資先・市場としての潜在性を有することから、経済的な重要性を

増しており、我が国としても同国の製造業・サービス業の強化を支援し、幅広い層の所得向上を

図ることの戦略的意義は大きい。 

 このため国際協力機構は、同国が今後民間セクターの発展を進めていく上で重要と思われる貿

易・投資基盤整備および地場産業（中小企業）育成といった２つの課題を取り上げ、プロジェク

ト研究として同課題における我が国技術協力の方向性を検討することとした。 

１．２ 調査の目的 

 上記の背景の下、本研究の目的は以下の通りとする。 

インドにおける貿易・投資環境の改善、地場産業の育成に係る我が国技術協力

のあり方の検討・提言を行う。 

１．３ 調査対象地域 

 本研究の対象国は、インドであり、同国における調査対象州は、日系企業がある程度進出して

おり、今後も日本の貿易・投資先として重要度が増すと想定される以下の 10州である（図 1参照）。 

                                                  
1 小規模企業省によると小規模製造業（small-scale industry）は保有生産設備が 1,000 万ルピー以下の企業、零細

企業（tiny enterprise）は生産設備が 250 万ルピー以下の企業と定義される。 
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現地調査対象 4 州 

－デリー（Delhi）2 

－マハラシュトラ（Maharashtra） 

－カルナータカ（Karnataka） 

－タミルナドゥ（Tamil Nadu） 

その他調査対象 6 州 

－アンドラ・プラデッシュ（Andhra Pradesh）

－グジャラート（Gujarat） 

－ハリヤナ（Haryana） 

－マディア・プラデッシュ（Madhya Pradesh）

－ウッタル・プラデッシュ（Uttar Pradesh） 
－ウエスト・ベンガル（West Bengal） 

 

図 1 調査対象地域図 

 

                                                  
2 デリー首都圏（NCR: national capital territory of Delhi)が正式名であるが、本報告書においてはデリー州という表

記も併用する。 
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１．４ 対象産業 

 貿易・投資促進、地場産業育成に関わる調査の対象は、製造業を中心とする。ただし、成長性

が高く、インド政府も育成に力を入れている IT 産業はサービス産業であるが対象に含める。また、

これらの産業に対して専門的技術サービスを行う産業、運輸・物流、金融なども調査対象となる。 

１．５ 調査項目 

 本調査の調査項目は、以下のとおりである。 

① 1990 年代以降のインドにおけるマクロ経済動向・産業動向（産業構造分析を含む。）、投資・

輸出入動向、経済産業政策（貿易・投資政策を含む）のレビュー 

② 調査対象州における貿易・投資環境、主要な地場産業の現状分析、貿易投資促進および地

場産業発展の阻害要因の把握 

・ 中央政府および州政府（調査対象州）における貿易・投資、地場産業育成政策のレビ

ュー・分析に当たっては、中央政府と州政府に直接確認のうえ、中央・地方の役割分

担・権限について十分整理を行う。 

・ 貿易・投資環境の現状分析にあたっては、少なくとも各種規制、法制度、税制・税務

行政（関税、国際課税を含む）、インフラ（民活および物流コストの問題を含む）、金

融、労働政策・労働力、経済特区の各分野を調査対象とする。 

・ 調査対象各州における貿易・投資環境、主要な地場産業の現状では外国企業・現地企

業へのアンケート・インタビュー調査も実施する。 

・ 各対象州における地場産業の分析にあたっては、各州の主要な地場産業を特定した上

で、各対象産業の分析を行う。 

③ 同分野における我が国援助の実績・動向および他ドナーの援助動向の把握 

・ 日印の 近の経済連携強化の現状についても把握する。 

・ JICA が過去に実施した同分野の協力の現状についても把握する。 

④ 貿易・投資環境の改善、地場産業の育成における今後の我が国技術協力のあり方について

の提言。 

・ 中央レベルおよび各対象州レベルにおける提言を取りまとめる。 

・ JICA の技術協力のあり方の検討を中心としつつ、国際協力銀行（JBIC）、日本貿易機

構（JETRO）との連携を念頭に入れた提言を行う。 
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第２章 マクロ経済・産業動向 

２．１ マクロ経済動向 

 インド政府は 1970 年代末から国営企業を中心とする計画経済からの脱却のため経済自由化へ

と徐々に政策を転換してきた。91 年の経済危機を契機に、インド政府は、「新経済政策」と呼ば

れる市場メカニズムを重視した抜本的な経済構造改革と自由化に着手した。｢新経済政策｣は、マ

クロ経済安定を重視し、統制経済から市場自由化へ脱却を目指すものであった。産業部門への政

府介入の縮小、外資制限の緩和、為替切り下げ、関税引き下げ、金融部門の規制緩和などの内容

を含んでいた。 

 新経済政策によって規制緩和は進んだものの、先行 ASEAN 諸国や中国と比べ、その改革進展

度合いは見劣りのするものであった。1999 年 10 月に誕生した第３次バジパイ政権は、「第２世代

の経済改革」と呼ぶ経済改革政策を実施した。2000 年には、貿易政策では中国をモデルとする経

済特区（SEZ）制度の創設、714 品目の輸入数量制限撤廃、資本財輸入関税の一本化、投資分野で

は海外投資の規制緩和、自動認可分野のネガティブ・リスト化、金融分野では対外商業借入れ制

限の大幅緩和、などの措置が採られた。2004 年 5 月に発足したシン政権は、引き続き投資環境改

善、インフラ整備に取り組んでいる。電力、国内物流網整備などインフラ整備に積極的に取り組

む方針である。 

 新経済政策導入後のインド経済は概ね良好な経済成長を維持している。しかし、輸出は 90 年代

後半から伸び率を低下させ、外国直接投資（国際収支ベース）も 2000 年以降頭打ちとなっている。

インド経済のボトルネックとしては、①過剰な補助金による財政赤字、②国有企業改革の遅れ、

③電力不足など不十分なインフラの問題等が指摘されている。インド経済が長期的に成長を持続

していくのためには、こうした構造的問題の解決が必要である。 

近のインドのマクロ経済動向については以下の特徴が指摘できる。 

 ⅰ）高水準の経済成長率への回復 

1991 年の経済改革以降、インドは経済危機からの回復をみせ、経済成長を加速させた。しかし

ながら、90 年代後半に入ると経済成長率は低下傾向をみせた。この要因としては、①投資の一巡、

②耐久消費財需要の鈍化、③財政赤字削減のための財政支出抑制、④インフラ面での制約、など

が挙げられる。 

2000 年代に入ると 2002/3 年には旱魃による農業生産の減少から成長率は、前年同期比 4.0％ま

で低下した。しかし、翌 2003/4 年度には 8.5％まで回復し、2004/5 年度も 6.9％と高水準を維持

した。2006 年 2 月、インド政府は 2005/6 年度の経済成長率を 8.1％とする見通しを発表した。

近のインド経済の好調は、農業生産の回復、個人消費に牽引された内需拡大、製造業・IT 産業

の拡大が背景となっている。実質 GDP 成長率の産業別寄与度をみると、製造業、および商業･ホ

テル・飲食、運輸・通信、金融・不動産・事業サービスといったサービス業が経済成長を牽引し
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ていることが分かる。 

 図 2  実質GDP成長率の比較（南アジア） 図 3 実質GDP成長率の比較 
 （主要東・東南アジア諸国） 
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図 4 実質GDP伸び率の産業別寄与度 
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 ⅱ）民間消費が牽引する経済成長 

GDP を費用項目別にみると民間 終消費のシェアが大きく、インドの経済成長は内需主導型と

言える。従来、インドの所得分布は、一握りの富裕層と圧倒的多数の貧困層で構成されていた。

しかし、外国企業のインド進出、IT ソフトウェア産業の躍進を牽引役となって中間所得層が形成

されてきており、その数は一説には 3 億人とも言われる。こうした中間所得層が、民間消費を押

し上げている3。 

                                                  
3 インドのシンクタンク National Council of Applied Economic Research は、家計所得$4,500〜$22,675 に属する層

を中間所得層と定義したうえで、その数を 58 百万人と推定し、また$2,000〜$4,400 の層を予備軍として定義して

220 百万人と推定している。（出典）Amelia Gentleman “The I, me, my generation: A buyers' market”International Herald 
Tribune、2006 年 1 月 26 日。 
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図 5 費用項目別GDP構成（名目価格） 
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出所: Reserve Bank of India 

 ⅲ）上昇傾向を示す貯蓄率（GDS/GDP 比率） 

インドでは恒常的に貯蓄不足の状態が続いていたが、2001 年度を転機に貯蓄が投資を上回る傾

向を示している。一般家計の所得向上、銀行の支店網の拡大など金融機関の拡充が貯蓄率上昇の

背景にあると考えられる。財政が慢性的な赤字にあることから、政府部門の貯蓄は 98 年度以降マ

イナスが続いている。2001 年度の GDS（国内総貯蓄）の内訳は、家計部門 96.4％、民間企業部

門 15.2％、政府部門マイナス 11.6％である。インドの貯蓄率は、20％台の後半にあり、他の南ア

ジア諸国と比すると高いものの、中国、韓国、シンガポール、タイなどと比べると低い。今後、

インドにおいてインフラ整備、耐久消費財等への投資需要がさらに拡大するであろうことを考慮

するならば貯蓄率向上が課題となってこよう。 

図 6 貯蓄・投資ギャップ（名目価格） 
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出所: Reserve Bank of India 

 ⅳ）投資に占める公共部門のシェア低下 

国内総投資（GDI）に占める公共部門の比率は、90 年代以降、継続して低下傾向を示している。

この背景には、民間部門による投資の活発化と政府の財政赤字削減努力がある。一方、民間部門

の投資では、90 年代後半以降、家計部門の比率が拡大している。経済自由化後の企業投資ブーム

が過剰生産能力を生んだことが民間企業部門の投資意欲減退の理由として指摘されている。家計

部門については中間所得層を中心に住宅、自動車などへの需要が高まっていることが理由として

考えられる。民間企業部門の投資では、製造業が 大の投資部門となっており、商業・ホテル・

飲食、金融・不動産・事業サービスがこれに続いている。 
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図 7 国内総投資の部門別内訳推移（名目）  図 8 総固定資産形成の内訳 
      （2003/04年、名目） 
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図 9 総固定資産形成伸び率の内訳別貢献度（実質）   図 10 総国内投資の産業別内訳 
 （公共・民間企業部門2003/04年、名目） 

-6
-4
-2

0
2
4
6
8

10
12
14

99-00 00-01 01-02 02-03 03-04

-6

-4

-2

0

2

4

6

8

10

12

家計-機械

家計-建設

民間企業-機械

民間企業-建設

公共部門-機械

公共部門-建設

総固定資産形成

建設
1%

電気・ｶﾞｽ・
水道

9%

商業･ホテ
ル・飲食

2%

公共部門・
社会ｻｰﾋﾞｽ

15%

農林水産業
9% 鉱業

4%

金融・不動

産・事業ｻｰ
ﾋﾞｽ

14%

運輸・倉
庫・通信

11%

製造業
35%

 
出所: Reserve Bank of India 出所: Reserve Bank of India 

 ⅴ）構造的財政赤字のための政府開発支出の制約 

インドの財政は、慢性的赤字体質にある。中央政府、州政府を合わせた財政赤字は、GDP の 9％
に相当する。財政赤字は主として政府借り入れにより賄っているため、公的債務が増大し、これ

が債務利払いを増大させるという悪循環を招いている。補助金、国防費の増加と合わせて利払い

の増加は、歳出の硬直化を生んでいる。財政赤字の削減は、経済運営面での重要課題となってい

る。しかし、貧困対策のための支出は、削減は困難である。従って、インド政府はインフラ投資

の分野については民営化に活路を見出さざるをえない状況にあると言える。 

図 11 財政赤字の対GDP比（名目ベース） 
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 ⅵ）地域間の経済格差の存在 

インド国内には大きな地域格差が存在する。要因としては地域特性による農業生産性、教育水

準、公共投資、工業化などの水準の違いなどが挙げられる。州別の一人当たり経済規模は表１に

示したとおりであるが、州の間に大きな格差が存在する。また、都市・農村間の所得格差も拡大

傾向が伺える。一人当たりの消費支出で測った農村部のジニ係数は 93/94 年の 0.282 から 99/00
年には 0.258 に低下している4。しかし、都市部のジニ係数は 0.340 から 0.341 とほぼ横ばいであ

り、半数以上の州・連邦直轄地域ではジニ係数は増加している。インドが高度成長を持続させて

いく過程でクズネッツの逆 U 字仮説に従って、さらに所得格差が拡大する可能性がある。 

表 1 州別一人当たり純国内生産（2001/02年度） 

単位：ルピー 

地域 州 一人当たり
GDP 地域 州 一人当たり

GDP 
Jammu & Kashmir 13,320 Chattisgarh 11,952
Himachal Pradesh 21,543

中部 
Madhya Pradesh 12,125

Punjab 25,625 Bihar 5,445
Chandigarh 47,680 West Bengal 17,875
Haryana 24,851 Jharkhand 9,392
Delhi 43,751

東部 
Orissa 10,021

北部 

Rajasthan 13,738 Gujarat 19,607
Arunachal Pradesh 14,771 Maharashtra 24,052
Assam 11,132

西部 
Andhra Pradesh 17,932

Manipur 12,683 Karnataka 17,518
Meghalaya 15,070 Goa 49,084
Mizoram 19,696 Kerala 19,803
Nagaland 18,911 Tamil Nadu 20,315
Sikkim 18,822

南部 

Pondicherry 37,696

北東部 

Tripura 17,459 その他 Andaman & N. Island 25,982
Uttar Pradesh 9,753 インド全体 17,823中部 Uttaranchal 13,260  

出所: Reserve Bank of India 

２．２ 産業構造 

インドの産業構造については、以下の特徴が指摘できる。 

 ⅰ）幅広い工業基盤 

インドは、独立後、国家主導型の工業化を進めた。重化学工業、輸入代替産業が進められた結

果、フルセット型の産業構造が出来上がった。中国においても国家主導型工業化の結果、同様に

フルセット型産業構造が存在する。中国においては各省内においてもフルセット化が進められた

のに対して、インドでは国全体で産業配置が行われた点が相違点となっている。 

インド、中国のフルセット型産業化は、東南アジア諸国における、当初、食品、繊維などの軽

工業品のウエイトが高く、ある程度工業化が進んだ段階でエレクトロニクスなど輸出指向型産業

や自動車産業が加わってくるというパターンとは対照的である。 

                                                  
4 National Human Development Report 2001 
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図 12 インド・中国の工業部門の産業構造 図 13 製造業の業種別シェアと成長率 
   （付加価値ベース）    （2003年） 
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出所: UNIDO 統計を基に作成。  出所: UNIDO 統計を基に作成。 

 ⅱ） 低い工業化率 

インドの工業化率（製造業部門 GDP／GDP 全体）は低く、2004/5 年度において 16.1％を占め

るに過ぎない。国家主導で重工業化、輸入代替化が進められた 70 年代、80 年代においても工業

化率は 14％から 17％台へと数パーセント増加したに過ぎない。経済自由化後の 90 年代において

も工業化率は 95/96 年度に 18.1％に達した後、低下傾向を示している。これは、IT・ソフトウェ

アをはじめサービス産業が急成長したことが背景になっている。インドの工業化率は、東アジア・

東南アジア諸国と比べてもその低さが際立っている。 

一般に工業化が進展する段階において一次産業から二次産業へと、さらに第 3 次産業へと労働

力が移動するペティ=クラークの法則が観測される。農業の生産性向上、所得向上、国内市場の拡

大などを背景に農村の余剰労働力を工業部門が吸収し、工業部門が成長過程に入るのである。 

インドにおいては労働力の多くは農業に従事しており、その他の労働力についても近代的部門

に吸収されているのは一部である。一次産業から他部門への労働移動については、製造業の雇用

吸収力に制約があることから建設業や三次産業への移動も生じているとみられる。就業者（1999
年）の６割が一次産業に従事し、二次産業は 15％程度、三次産業は 23％という構成である。二

次産業のうち３割は建設業で占められる。また、組織部門（公共部門及び従業員 10 名以上の民間

事業所）は就業者全体の 7％を占めるに過ぎず、雇用者の９割以上は非組織部門に属する。製造

業を含めて組織部門の雇用者数は 98 年以降減少傾向にある。組織部門雇用者の７割が公共部門で

占められ、残り３割が民間部門である。民間組織部門の 6 割近くは製造業で占められるが、サー

ビス産業のシェアが増加するに伴って製造業のシェアは低下傾向にある。 
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図 14 産業別GDP構成（名目価格）  図 15 他のアジア諸国との工業化率の比較 
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出所: ADB    出所: ADB 

 ⅲ）輸出指向型労働集約産業の発展の遅れ 

アジア NIEs、ASEAN における工業化の過程においては、輸入代替型工業化の限界から、輸出

志向型工業化政策に転換がおこなわれた。輸入代替型工業化が限界に達した理由は、国内市場の

制約、国際収支の悪化などであった。輸出指向型工業化に転換したことによりこれらの国では労

働集約産業による輸出の拡大が経済発展を牽引する役割を果たした。 

インドにおいても近年、アパレル製品の輸出が伸びている。これは典型的な労働集約型産業で

あり、主に欧米市場に輸出されている。インドの貿易特化係数をみてみると、食品、繊維、皮革

などは従来から輸出競争力が高い。さらに 近では化成品、輸送機械等の貿易特化係数が徐々に

上昇傾向を示している。 

しかし、インド経済の貿易依存度は相対的に低く、輸出指向型の工業化も中国、ASEAN 等に

比して進展していない。製品開発力の弱さ、品質の低さ、原材料の不足などから現時点では輸出

競争力を有していないことが一因である。同時にインドは広大な国内市場を有していることも輸

出指向型労働集約産業の発展の遅れの一因であると考えられる。 

図 16 繊維製品の輸出入   図 17 電気･電子機器及び輸送機器の輸出入 
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出所: 中央銀行    出所: 中央銀行 

 ⅳ）近代工業と伝統的小企業・零細企業の二重構造 

近代的な工業部門と農村に立地する小企業・零細企業の間に大きな格差が存在する。近代部門

は、国営企業、民間企業グループ、外資企業を中心として生産活動を行う。こうした企業は、全
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国市場あるいは輸出向けに販売を行う。一方、小企業、零細企業は、食品加工、繊維・皮革、手

工業など地場の資源加工を中心に生産活動を行う。2002 年 3 月末時点で全国に約 340 万社の小

企業が存在し、その産出高は製造業全体の約 4 割を占め、輸出では約 35％を占めている。これら

の 2 つのタイプの工業は、互いに切り離されたかたちで存在する。 

表 2 企業タイプ別にみた平均企業規模（2002/3年） 

 
1 社あたり従業員数 

（人） 
1 社あたり固定資産 

（万ﾙﾋﾟｰ） 
1. 個人企業 18.4 146 
2. 家族集団（Hindu Undivided 

Family）  23.6 232 

3. パートナーシップ 26.9 267 
4. 株式公開企業 156.6 22,699 
5. 株式非公開企業 53.1 2,170 
6. 政府部門企業 83.1 6,637 
7. 公共企業 404.7 52,526 
8. 企業部門（4+5+6+7） 89.9 9,215 
9. Khadi & Village Industry 48.1 1,131 
10. 手織産業 25.9 202 
11. 協同組合 99.2 4,949 
12. その他 （NR 含む） 56.4 684 

出所: 統計局「Annual Survey of Industries」 

 ⅴ）技術水準の低さ 

経済自由化に着手した段階で、製造業部門には前近代性と非効率性が存在した。とくに国有企

業においてこれは顕著であった。不十分な新規設備投資、技術導入の不足などが製品開発能力の

不足、品質・生産性向上の遅れを招いていたのである。 

経済自由化を契機に政府は効率性向上のため競争原理の導入、設備更新および稼働率アップに

よる効率性の向上、民間部門の役割重視などを通じ、工業の活性化を図ろうとした。経済改革後

の規制緩和を契機に設備投資や技術導入を図り、市場拡大を追い風に業績を拡大する企業も現れ

た。 

しかしながら、圧倒的多数の小企業は陳腐化した設備と伝統的な技術によって生産活動を行っ

ている。また、近代的工業部門においても、生産技術の水準が国際的水準に達していない企業が

大宗を占める。 

 ⅵ）地域による工業配置の不均衡 

州によって工業の賦存状況に大きな格差が存在する。従来から産業集積が進んでいる西部、南

部地域では工業の集積度が高い。一方、北東部の工業規模は極めて小さい。製造業部門の付加価

値額では、本調査の調査対象州 10 州を合計するとインド全体の 75％を占める。 
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図 18 工業部門の州別付加価値額（2003年） 
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出所: インド統計局 

 
図 19 各州の製造業のシェアと伸び率（2003年） 
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 出所: インド統計局 

２．３ 産業構造からみたインドの工業振興の課題 

（１）工業振興の必要性 

 インドの工業部門が経済全体に占めるウエイトは小さい。現在、IT ソフトウェア産業がリーデ

ィング産業として雇用吸収、外貨獲得の役割を果たしている。かかる状況のもとインド経済の持

続的発展を支える基幹産業として工業部門を育成していく重要性は高い。 

 工業部門に期待される役割は、①農村部の余剰労働力の吸収、②拡大する国内需要に効率的に

応えていくこと、③農産物、鉱物資源などをインプットとして活用することにより資源利用の効

率性を高める、④輸出拡大による外貨獲得、⑤工業部門が有する経済波及効果により国民全体の

所得向上を実現する、をなどである。 
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（２）工業部門のボトルネック 

 インドの工業部門は、前述した如く、①近代的工業部門と伝統的工業部門の二重構造にあるこ

と、②工業発展の牽引役となる海外直接投資が不活発であること、③全般的に製品技術、製造技

術が低く、国際水準の生産が困難であること、④製品輸出比率は高いものの、輸出指向型産業が

成長していないこと、⑤国内の産業インフラの拡充が工業発展のペースに追いつけていないこと、

⑥規制緩和は進められているものの未だに事業環境に大幅な改善の余地がある、などの問題を抱

えている。今後、WTO 及び二国間 FTA を通じて市場開放が進展すると考えられ、国内産業が国

際競争にさらされることとなる。従って、製品開発、品質、コストなどの面での国際競争力の強

化も課題である。 

（３）工業振興の課題 

 以上を勘案するならば、工業部門全体の底上げを図りながら、産業構造の転換を進めていく必

要がある。インドの工業部門の現状を考えるならば、これは長期的な課題とならざるを得ない。 

 産業振興においては、①伝統的産業分野の近代化、②労働集約型輸出産業の拡大、③ハイテク

分野でのリーディング産業の育成、が課題となる。また、既存産業における産業リンケージ強化

と産業サプライチェーンの拡充のため、①素材産業の育成、②裾野産業の拡大、③物流、金融な

ど関連サービス産業の育成、が必要となる。工業部門全体のレベルアップのためには、①スキル

を持った労働者の養成、②生産管理・品質管理技術の普及、③R&D 技術者の養成、④工業標準の

見直しと普及、⑤産業インフラ整備、⑥法制度面での投資環境の改善、などの基盤整備が求めら

れる。 
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